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平成17年10月期 個別財務諸表の概要 
平成17年12月９日 

 
上 場 会 社 名 株式会社カナモト 上場取引所  東・札 

コ ー ド 番 号 ９６７８  本社所在都道府県 北海道 

（URL http://www.kanamoto.co.jp） 
代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏 名  金 本 寛 中 

問合せ先責任者 役職名 取締役執行役員経理部長 氏 名  卯 辰 伸 人 ＴＥＬ（０１１）２０９－１６００ 

決算取締役会開催日 平成１７年１２月 ９日 中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日 平成１８年 １月２７日 単元株制度採用の有無 有（１単元1,000株） 

 

１．17年10月期の業績（平成16年11月１日～平成17年10月31日） 

（1）経営成績                              （金額表示：百万円未満切捨て表示） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

17年10月期 57,202  （△3.5） 1,526   （△17.1） 1,960   （  7.3） 

16年10月期 59,274  （△2.0） 1,842   （△21.6） 1,827   （△25.3） 

 

 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

17年10月期 609  （△48.7）  20 16  － －   1.8   2.4   3.4 

16年10月期 1,187  （ 24.4）  39 50  － －   3.7   2.1   3.1 

（注）①期中平均株式数  17年10月期 29,856,334株  16年10月期 29,865,301株 

    ②会計処理の方法の変更   無 

    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

（2）配当状況 

1株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

17年10月期    18 00   9 00 9 00 537 89.3 1.6 

16年10月期    19  00   9 00 10 00 567 48.1 1.7 

 

（3）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

17年10月期 79,037 33,903 42.9 1,135 43 

16年10月期 85,469 32,933 38.5 1,102 69 

（注）①期末発行済株式数 17年10月期 29,853,076株  16年10月期 29,859,442株 

   ②期末自己株式数  17年10月期   400,165株  16年10月期   393,799株 

 

２．18年10月期の業績予想（平成17年11月１日～平成18年10月31日） 

1株当たり年間配当金  
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 円  銭

中 間 期 29,090 1,270 1,300 480 9  00 ─── ─── 

通   期 56,760 1,650 1,730 700 ─── 9  00 18  00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 23円45銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の経済環境予想等に基づいて作成したもので

あり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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Ⅴ 個別財務諸表等 

 １．比較貸借対照表     （千円未満切捨て表示）

前事業年度 
(平成16年10月31日現在)

当事業年度 
(平成17年10月31日現在) 

増 減 金 額 
期  別 

 
 
 
科  目 金 額 構 成 比 金 額 構成比 金 額

（資 産 の 部） 千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ 流 動 資 産    

現 金 及 び 預 金  10,911,377 13,230,849  2,319,471 

受 取 手 形  10,889,913 2,583,873  △8,306,040 

売 掛 金  11,067,221 10,665,107  △402,113 

商 品  284,707 253,508  △31,198 

建 設 機 材  1,556,528 1,207,108  △349,420 

貯 蔵 品  60,163 58,439  △1,724 

前 払 費 用  219,510 227,935  8,424 

繰 延 税 金 資 産  229,340 367,932  138,591 

未 収 消 費 税  － 28,532  28,532 

関 係 会 社 貸 付 金  500,000 500,000  － 

そ の 他  80,705 543,018  462,312 

貸 倒 引 当 金  △629,663 △1,001,255  △371,592 

流 動 資 産 合 計  35,169,805 41.1 28,665,048 36.3 △6,504,756 

Ⅱ 固 定 資 産    

(1） 有 形 固 定 資 産    

 レ ン タ ル 用 資 産  9,719,372 9,453,886  △265,485 

 建 物  5,731,090 5,344,822  △386,268 

 構 築 物  1,000,057 903,297  △96,760 

 機 械 及 び 装 置  878,585 773,622  △104,963 

 車 輛 運 搬 具  2,738 2,338  △400 

 工 具 器 具 及 び 備 品  351,469 275,697  △75,771 

 土 地  25,838,381 25,869,082  30,700 

 建 設 仮 勘 定  2,793 －  △2,793 

 有 形 固 定 資 産 合 計  43,524,490 50.9 42,622,746 53.9 △901,743 

(2） 無 形 固 定 資 産    

 無 形 固 定 資 産 合 計  226,860 0.3 187,284 0.2 △39,575 

(3） 投 資 そ の 他 の 資 産    

 投 資 有 価 証 券  3,800,470 5,684,987  1,884,517 

 関 係 会 社 株 式  1,037,210 979,307  △57,902 

 出 資 金  100,778 7,647  △93,130 

 
破 産債権、更生債権、
その他これらに準ずる債権

 564,006 320,870  △243,135 

 長 期 前 払 費 用  67,029 49,633  △17,395 

 繰 延 税 金 資 産  1,004,962 479,224  △525,738 

 保 険 積 立 金  50,572 55,016  4,444 

 そ の 他  766,995  787,944  20,949 

 貸 倒 引 当 金  △564,006 △321,855  242,150 

 投 資 損 失 引 当 金  △280,000 △480,173  △200,173 

 投資その他の資産合計  6,548,018 7.7 7,562,603 9.6 1,014,584 

 固 定 資 産 合 計  50,299,369 58.9 50,372,634 63.7 73,265 

 資 産 合 計  85,469,174 100.0 79,037,683 100.0 △6,431,491 
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     （千円未満切捨て表示）

前事業年度 
(平成16年10月31日現在)

当事業年度 
(平成17年10月31日現在) 

増 減 金 額 
期  別 

 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

（ 負 債 の 部） 千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ 流 動 負 債   

支 払 手 形  8,967,156 7,214,389  △1,752,767 

買 掛 金  2,838,409 2,425,623  △412,786 

短 期 借 入 金  10,747,000 10,555,000  △192,000 

未 払 金  4,065,427 2,389,330  △1,676,097 

未 払 費 用  223,844 227,269  3,425 

未 払 法 人 税 等  362,284 530,934  168,649 

未 払 消 費 税 等  148,864 －  △148,864 

賞 与 引 当 金  436,029 448,076  12,047 

設 備 関 係 支 払 手 形  174,013 133,487  △40,526 

そ の 他  113,147 158,013  44,866 

流 動 負 債 合 計  28,076,177 32.9 24,082,124 30.5 △3,994,052 

Ⅱ 固 定 負 債    

長 期 借 入 金  20,735,000 17,590,000  △3,145,000 

長 期 未 払 金  2,426,551 1,876,971  △549,579 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金  71,542 79,121  7,579 

退 職 給 付 引 当 金  1,226,848 1,506,210  279,362 

固 定 負 債 合 計  24,459,941 28.6 21,052,303 26.6 △3,407,637 

負 債 合 計  52,536,118 61.5 45,134,428 57.1 △7,401,690 

（ 資 本 の 部）    

Ⅰ 資 本 金  8,596,737 10.0 8,596,737 10.9 －

Ⅱ 資 本 剰 余 金   

 資 本 準 備 金  9,720,343 9,720,343  －

 資 本 剰 余 金 合 計  9,720,343 11.4 9,720,343 12.3 －

Ⅲ 利 益 剰 余 金   

 利 益 準 備 金  1,375,287 1,375,287  －

 任 意 積 立 金   

  別 途 積 立 金  11,281,684 11,831,684  550,000

 当 期 未 処 分 利 益  1,443,580 928,192  △515,387

 利 益 剰 余 金 合 計  14,100,552 16.5 14,135,164 17.9 34,612

Ⅳ その他有価証券評価差額金  697,897 0.8 1,637,603 2.0 939,706

Ⅴ 自 己 株 式  △182,475 △0.2 △186,594 △0.2 △4,118

資 本 合 計  32,933,055 38.5 33,903,254 42.9 970,199

負 債 資 本 合 計  85,469,174 100.0 79,037,683 100.0 △6,431,491
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 ２．比較損益計算書     （千円未満切捨て表示）

前事業年度 
自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日 

当事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

増 減 金 額 
期  別 

 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額

  千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ 売 上 高  59,274,381 100.0 57,202,641 100.0 △2,071,740 

Ⅱ 売 上 原 価  45,811,415 77.3 43,789,520 76.5 △2,021,895 

 売 上 総 利 益  13,462,966 22.7 13,413,121 23.5 △49,844 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  11,620,779 19.6 11,886,610 20.8 265,830 

 営 業 利 益  1,842,186 3.1 1,526,510 2.7 △315,675 

Ⅳ 営 業 外 収 益  529,462 0.9 923,943 1.6 394,480 

 受 取 利 息 ・ 配 当 金  77,222 66,775  △10,447 

 投 資 有 価 証 券 売 却 益  47,261 359,093  311,831 

 受 取 賃 貸 料  176,170 244,052  67,882 

 受 取 保 険 金  28,850 47,709  18,859 

 受 取 報 奨 金  1,283 －  △1,283 

 そ の 他  198,673 206,311  7,638 

Ⅴ 営 業 外 費 用  544,146 0.9 489,590 0.9 △54,555 

 支 払 利 息  332,619 317,034  △15,584 

 そ の 他  211,527 172,555  △38,971 

 経 常 利 益  1,827,502 3.1 1,960,863 3.4 133,360 

Ⅵ 特 別 利 益  620,226 1.0 69,447 0.1 △550,779 

 固 定 資 産 売 却 益  8,334 57,433  49,098 

 投資事業組合出資金運用益  5,130 10,849  5,719 

 厚生年金基金代行部分返上益  606,420 －  △606,420 

 そ の 他  342 1,164  822 

Ⅶ 特 別 損 失  204,949 0.3 837,348 1.4 632,398 

 固 定 資 産 売 除 却 損  94,392 120,158  25,766 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  41,898 29,589  △12,308 

 関 係 会 社 株 式 評 価 損  － 55,000  55,000 

 投 資 損 失 引 当 金 繰 入  50,597 200,173  149,576 

 関係会社貸倒引当金繰入  － 407,149  407,149 

 そ の 他  18,062 25,275  7,213 

税 引 前 当 期 純 利 益  2,242,779 3.8 1,192,962 2.1 △1,049,817 

法人税、住民税及び事業税  832,790 1.4 833,579 1.4 789 

法 人 税 等 調 整 額  222,880 0.4 △249,835 △0.4 △472,715 

当 期 純 利 益  1,187,109 2.0 609,217 1.1 △577,891 

前 期 繰 越 利 益  557,483 587,686  30,202 

中 間 配 当 額  268,785 268,711  △74 

合併による関係会社株式消却損  32,226 －  △32,226 

当 期 未 処 分 利 益  1,443,580 928,192  △515,387 
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 ３．比較利益処分案     （千円未満切捨て表示）

期  別 
 
 
 
科  目 

前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年１月28日） 

当事業年度（案） 
  株主総会承認日 
（平成18年１月27日） 

増 減 金 額 

 千円 千円 千円

当 期 未 処 分 利 益 1,443,580 928,192 △515,387 

これを次のとおり処分いたします。    

利 益 処 分 額 855,894 295,579 △560,314 

(注) 配 当 金  
298,594 

(１株につき10円) 
268,677 

(１株につき９円) 
△29,916 

役 員 賞 与 金  7,300 7,300 － 

( う ち 監 査 役 賞 与 金 )  (1,800) (1,800) (－) 

任 意 積 立 金     

別 途 積 立 金  550,000 － △550,000 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金  － 19,601 19,601 

次 期 繰 越 利 益 587,686 632,613 44,927 

（注）１．平成17年７月19日に268,711千円（１株につき９円）の中間配当を実施いたしました。 

   ２．配当金は、自己株式400,165株を除いて計算しております。 
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 ４．重要な会計方針 

期  別
 
項  目 

前事業年度 
自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日 

当事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

子会社株式及び関連会社株式 

同  左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用して

おります。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同  左 

時価のないもの 

同  左 

 

２．建設機材の評価基準及び

評価方法 

購入年度別原価から、定率法による減

価償却費を控除した額によっておりま

す。 

同  左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

（1）商品 

 後入先出法による低価法 

（1）商品 

同  左 

 （2）貯蔵品 

 最終仕入原価法 

（2）貯蔵品 

同  左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産 

定率法を採用しております。ただ

し、定期借地権契約による借地上の建

物については、耐用年数を定期借地権

の残存期間、残存価額を零とした定額

法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

レンタル用資産 ５～10年 

建物      31～34年 

（1）有形固定資産 

同  左 

 （2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

（2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

 （3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

（3）長期前払費用 

同  左 

５．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

（1）貸倒引当金 

同  左 

 （2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額の当期負担

額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

同  左 
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期  別
 
項  目 

前事業年度 
自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日 

当事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

 （3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。過去勤務債務は、そ

の発生時に一括償却しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

（3）退職給付引当金 

同  左 

 (追加情報) 

当社は、確定給付企業年金法の施

行に伴い、厚生年金基金の代行部分

について、平成16年１月１日に厚生

労働大臣から将来分支給義務免除の

認可を受けました。 

当社は、「退職給付会計に関する

実務指針（中間報告）」（日本公認

会計士協会会計制度委員会報告第13

号）第47－２項に定める経過措置を

適用し、当該将来分返上認可の日に

おいて代行部分に係る退職給付債務

と年金資産を消滅したものとみなし

て会計処理しております。 

本処理に伴う当事業年度における

損益に与えている影響額は、特別利

益として606,420千円計上しておりま

す。 

また、当事業年度末日現在におい

て測定された返還相当額（最低責任

準備金）は、1,296,434千円でありま

す。 

────── 

 （4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を引当てて

おります。 

（4）役員退職慰労引当金 

同  左 

 （5）投資損失引当金 

子会社株式等で減損処理の対象と

はならないものについて、実質価額

の下落による損失に備えるため、子

会社等の経営成績および資産内容を

勘案して会社所定の基準により計上

しております。 

（5）投資損失引当金 

同  左 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同  左 
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期  別
 
項  目 

前事業年度 
自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日 

当事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

７．ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

外貨建取引等会計処理基準に基づ

く振当処理及び金融商品会計基準に

基づく特例処理によっております。 

（1）ヘッジ会計の方法 

同  左 

 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

外貨建社債及び輸入代金債務に係

る為替変動リスクを回避する目的で

通貨スワップ取引及び為替予約取引

を利用しております。また、借入金

利息に係る金利相場の変動リスクを

回避する目的で、金利スワップ取引

を利用しております。 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同  左 

 （3）ヘッジ方針 

相場変動リスクを受ける資産・負

債の範囲内でリスクヘッジ目的に限

定してデリバティブ取引を利用して

おります。 

（3）ヘッジ方針 

同  左 

 （4）ヘッジ有効性評価の方法 

通貨スワップ取引及び為替予約取引

は、ヘッジ開始時及びその後も継続し

て、相場変動またはキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺できるものと想

定できるため、ヘッジ有効性の評価を

省略しております。また、金利スワッ

プ取引は特例処理の要件を満たしてお

り、その判定をもって有効性の判定に

代えております。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

同  左 

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同  左 
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 表示方法の変更 
前事業年度 

自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日 

当事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

────── （貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律

第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１

日より適用となること及び「金融商品会計に関する実務指

針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月15日付

で改正されたことに伴い、当事業年度から投資事業有限責

任組合及びそれに類する組合への出資（証券取引法第２条

第２項により有価証券とみなされるもの）を「投資有価証

券」として表示する方法に変更いたしました。 

なお、当事業年度の「投資有価証券」に含まれる当該出

資の額は96,201千円であり、前事業年度における投資その

他の資産「その他」に含まれている当該出資の額は92,556

千円であります。 

（損益計算書） 

１．前事業年度まで区分掲記しておりました「受取報奨

金」（当事業年度は2,905千円）は、営業外収益の総額の

100分の10以下の状態が続いたため、営業外収益の「その

他」に含めて表示することにいたしました。 

２．「関係会社株式評価損」は、前事業年度まで特別損失

のその他に含めて表示しておりましたが、当事業年度末に

おいて特別損失の総額の100分の10を超えたため区分掲記

いたしました。 

なお、前事業年度末の「関係会社株式評価損」の金額は

646千円であります。 

 

 

 追加情報 
前事業年度 

自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日 

当事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

────── 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委員会実務対応報

告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割につ

いては、販売費及び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費は75,654千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、75,654千円

減少しております。 
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 ５．注記事項 

（貸借対照表関係） 

期  別
 
項  目 

前事業年度 
 

(平成16年10月31日現在) 

当事業年度 
 

(平成17年10月31日現在) 

１．有形固定資産の減価償却

累計額 
38,291,314千円 39,514,952千円 

  ２．保証債務の残高 

従業員の銀行借入に対す

る連帯保証 
25,669千円 30,779千円 

連結子会社（第一機械産

業㈱・㈱アシスト・㈱カ

ンキ）及び関連会社（㈱

アクティブパワー）の借

入債務に対する保証 

 

 

保証先 保証額 

第一機械産業㈱ 210,000千円

㈱アシスト 223,183千円

㈱カンキ 1,260,000千円

㈱ｱｸﾃｨﾌﾞﾊﾟﾜｰ 269,500千円

計 1,962,683千円
 

保証先 保証額 

第一機械産業㈱ 190,000千円

㈱アシスト 85,187千円

㈱カンキ 1,134,000千円

計 1,409,187千円

 
 

３．会計年度末日満期手形  会計年度末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理を

しております。当会計年度末日が金融機

関の休日であったため、次の会計年度末

日満期手形が会計年度末残高に含まれて

おります。 

────── 

 受取手形       766,154千円 

支払手形       900,142千円 

 

４．株式の状況  会社が発行する株式 

   普通株式  66,000,000株 

 発行済株式総数 

普通株式  30,253,241株 

 会社が発行する株式 

   普通株式  66,000,000株 

 発行済株式総数 

普通株式  30,253,241株 

５．自己株式 普通株式    393,799株 普通株式    400,165株 

６．圧縮記帳 

  国庫補助金等の受入れに

よる圧縮記帳累計額 

  

機 械 及 び 装 置 

土 地 

合 計 

5,044千円 

3,569千円 

8,613千円 

   同   左 

７．配当制限  商法施行規則第124条第３号に規定す

る資産に時価を付したことにより増加し

た純資産額は697,897千円であります。 

 商法施行規則第124条第３号に規定す

る資産に時価を付したことにより増加し

た純資産額は1,637,603千円でありま

す。 

 債権譲渡契約に基づく債権流動化を

行っております。 

受取手形 5,348,993千円

８．債権譲渡契約に基づく債

権流動化 

────── 

 なお、受取手形の譲渡残高には、当社

に遡及権の及ぶものが1,152,352千円含

まれております。 
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（損益計算書関係） 

期  別
 
項  目 

前事業年度 
自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日 

当事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

１．関係会社との取引に係る

注記 

 受取出向者人件費  75,636千円 

 受取賃貸料     67,141千円 

 受取出向者人件費  105,532千円 

 受取賃貸料     154,325千円 

２．固定資産売除却損の内訳 （固定資産売却損） 

 土地          309千円 

 機械装置        32千円 

 車輌運搬具       51千円 

 

 

（固定資産売却損） 

 土地         1,915千円 

 機械装置        605千円 

 建物         58,008千円 

 工具器具及び備品     53千円 

 構築物         108千円 

 （固定資産除却損） 

 レンタル用資産   20,404千円 

 建物        26,476千円 

 構築物       40,233千円 

 機械及び装置     5,746千円 

 工具器具及び備品    473千円 

 その他         665千円 

 計         94,392千円 

（固定資産除却損） 

 レンタル用資産    23,585千円 

 建物          1,047千円 

 構築物        2,213千円 

 機械及び装置     1,651千円 

 工具器具及び備品   1,502千円 

 車輌運搬具        24千円 

 その他        29,442千円 

 計         120,158千円 
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（リース取引関係） 

前事業年度 
自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日 

当事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

  

 

 

 

 

 

 

 

（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内 5,242,607千円 １ 年 内 5,326,336千円 

１ 年 超 15,577,358千円 １ 年 超 15,327,278千円 

合 計 20,819,966千円 合 計 20,653,615千円 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支 払 リ ー ス 料 5,721,008千円 支 払 リ ー ス 料 6,030,861千円 

減価償却費相当額 5,369,497千円 減価償却費相当額 5,475,320千円 

支 払 利 息 相 当 額 754,622千円 支 払 利 息 相 当 額 709,565千円 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

    同    左 

（5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

同    左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１ 年 内 1,813,177千円 １ 年 内 1,476,233千円 

１ 年 超 3,434,039千円 １ 年 超 3,376,419千円 

合 計 5,247,217千円 合 計 4,852,653千円 

 

（有価証券関係） 

 前事業年度（平成16年10月31日現在）及び当事業年度（平成17年10月31日現在）における子会社株式及び関連会社株

式で時価のあるものはありません。 

 

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高
相 当 額

千円 千円 千円

レンタル用資産 34,441,263 13,278,651 21,162,612

工具器具及び備品 307,584 174,410 133,173

合 計 34,748,848 13,453,062 21,295,785

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高
相 当 額

 千円 千円 千円

レンタル用資産 31,262,997 10,026,592 21,236,404

工具器具及び備品 416,266 214,161 202,104

合 計 31,679,264 10,240,754 21,438,509

 



 

平成17(2005)年10月期 個別財務諸表 

P.44 

 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日 

当事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
 
繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額 259,935千円

未払事業税否認 24,011千円

退職給付引当金超過額 495,646千円

役員退職慰労引当金損金算入限度超
過額 28,902千円

賞与引当金損金算入限度超過額 176,155千円

減価償却超過否認 359,951千円

投資損失引当金否認 113,120千円

その他 249,651千円

繰延税金資産合計 1,707,374千円

 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 473,071千円

繰延税金資産の純額 1,234,303千円

表示区分：流動資産 229,340千円

固定資産 1,004,962千円
  

 
繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額 203,734千円

未払事業税否認 52,019千円

退職給付引当金超過額 599,817千円

役員退職慰労引当金損金算入限度超
過額 31,964千円

賞与引当金損金算入限度超過額 181,022千円

減価償却超過否認 311,670千円

投資損失引当金否認 193,990千円

その他 382,989千円

繰延税金資産合計 1,957,210千円

 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 1,110,053千円

繰延税金資産の純額 847,156千円

表示区分：流動資産 367,932千円

固定資産 479,224千円
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 
 
法定実効税率 41.7％

（調整） 

住民税均等割等 3.8％

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.4％

税率変更による影響額 0.3％

その他 △2.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.1％
  

 
法定実効税率 40.4％

（調整） 

住民税均等割等 7.3％

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.5％

過年度未払法人税等取崩額 △3.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.8％
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（１株当たり情報） 

期  別 
 
項  目 

前事業年度 
自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日 

当事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

１株当たり純資産額 1,102円69銭 1,135円43銭 

１株当たり当期純利益金額 39円50銭 20円16銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 － － 

  なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、希

薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

期  別 
 
項  目 

前事業年度 
自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日 

当事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 1,187,109 609,217 

普通株主に帰属しない金額（千円） 7,300 7,300 

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,179,809 601,917 

期中平均株式数（株） 29,865,301 29,856,334 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

（うち支払利息（税額相当額控除後）） －  －  

普通株式増加数（株） － － 

（うち転換社債） －  －  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ19の規定に基づ

く新株引受権（ストックオプショ

ン） 

────── 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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Ⅵ 役員の異動 

 

１．代表者の異動 

     退任予定代表取締役 

氏  名 新  役  職 現  役  職 
わしだ  ひでみつ 

鷲田  秀光 
取締役相談役 代表取締役副社長（執行役員副社長） 

管理本部管掌 

 

 

  ２．その他の役員の異動 

  （１）新任取締役候補 

氏  名 新  役  職 現  役  職 

ひらた  まさかず 

平田  政一 
取締役執行役員 レンタル事業部副事

業部長兼特販事業部長兼品質保証室長

兼関連企業室長 

執行役員 レンタル事業部副事業部長

兼特販事業部長兼品質保証室長兼関連

企業室長 
きたかた けいいち 

北方  敬一 
取締役執行役員 情報機器事業部長兼

事業開発部長 

執行役員 情報機器事業部長兼事業開

発部長 

 

（２）新任執行役員候補 

氏  名 新  役  職 現  役  職 
ながさき まなぶ 

長崎  学 
執行役員 レンタル事業部 東北地区

担当部長 

レンタル事業部 東北地区担当部長 

 

（３）退任予定執行役員 

氏  名 現  役  職  

のみや  ひでき 

野宮  秀樹 
執行役員 営業統括本部付部長兼鉄鋼

事業部管掌 

 

 

 


